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1 はじめに
新たな事業や制度の創設という政策展開は，その時代，その場所に生きていた生活者のニーズの変
化の表れの一つである。わが国のホームヘルプ事業の発祥地は，長野県とされる（森 1972:31;竹内
1974:5169など）。これまで，同事業の導入経緯や同県告示「家庭養護婦派遣事業補助要綱」の項目
などが着目され，研究が進んでいる（池川 1971;竹内 1974:5169;山田 2005:178198;中嶌 2011:2839
など）。なかでも，上田市及び同市社会福祉協議会（以下，市社協）が1956（昭和31）年から開始した
家庭養護婦派遣事業を，西村（2005:30）は「不時の疾病，障害などのため家庭内の家事処理者が家
（１）
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事を行うのが困難となった場合，原則として1カ月以内の期間で派遣していた」と概観し，中嶌
（2010:154166）はその業務内容を9人の初期家庭養護婦（うち4人が母子世帯出身者）にクローズアッ
プしながら考察するなど，地方都市における先進性がこのテーマの研究上，注目されている。
また，田中（1996:13）は，家庭養護婦派遣事業を「高齢者や身障者のみが対象ではなく，主とし
て家庭の家事処理者である主婦を中心に幅広い人たちを対象とした点では，現在のホームヘルプサー
ビスよりも進んだシステムであった」と言及し，吉田（1974:26）も「優れた理論や思想は超時代的
性格を持つ」と指摘する。しかしながら，同事業が1950年代当時の日本社会で進んでいたと認識す
るには，当然ながら，その時代の生活者の困り事や生活の遅れなどを明示する必要があり，その上で
検討する必要がある1）。このことなくして先進的であったとは言い難い2）。加えて，こうした進んだ
事業制度が何故，長野県という一地方都市から発祥していったのかの理由についても検討しなけれ
ばならない。「社会福祉は歴史的社会的に生じる矛盾や課題を生活者として背負い，一生懸命に悪戦
苦闘する生きた人間を対象とする」という吉田岡田（2000:56）の指摘を踏まえれば，同事業誕生
の背景にあった生活者の生活実態や苦悩などを詳らかにすることが，社会福祉事業，とりわけホーム
ヘルプ事業の生成過程の理解を深めることにつながる。
従来，山田（2005:179198），荏原（2008:112），中嶌（2009:3960;2010:154166）など，家庭養護
婦派遣事業の創設を人物史や総説により論じた研究が幾つか存在するが，それらは福祉ニーズの出発
点となる当時の生活者側の視点から論じたものではなく，背景要因や実態把握の分析が十分であると
は言い難かった3）。当時の生活者の生活記録が十分に保存されていないという限界はあるものの，可
能な限り，第一次資料を精査することが求められる。そこで，本稿では，長野県議会や上田市議会な
ど，公的な論議の場でとり上げられた生活者の実情に注目し，そうした生活者とりわけ，女性の日常
生活や労働が同事業創設にいかに関わっていたのかの解明を試みる。
以下，本稿では，まず，ホームヘルプ事業創設を誘なった当時の長野県下の社会問題を浮き彫りに
する。次いで，その問題に対し長野県庁が示した方向性及びその影響と，上田市を中心とした地方自
治体における生活改善策の検討が女性労働問題への対応策としてどのように進められたのかを実証的
に論考する。その上で，社会福祉学領域におけるホームヘルプ事業創設の意義を考察する。
2 研究方法と倫理的配慮
研究方法は，長野県内のホームヘルプ事業に関する私的史料である『信濃毎日新聞［北信版］』
『信州民報』『家庭養護婦書類綴』（上田市社協蔵）及び，1950年代の公的史料である『長野県通知』
『長野県議会会議録』『上田市議会会議録』『信州自治』（創刊号第10巻，長野県庁内信州自治研究会）
などを収集分析することである。なお，今回の史料発掘では，『長野県通知』『長野県議会会議録』
を，2007（平成19）年12月27日及び2011（平成23）年12月20日に長野県庁行政情報センター同
図書室で収集し，『上田市議会会議録』を，2007（平成19）年12月28日に上田市役所同市立図書
館で収集した4）。これまでにも山田（2005:178198）は『家庭養護婦書類綴』（上田市社協蔵）などを
活用しているが，本稿では民間側からの一面的把握に留まらず，私的史料と公的史料の双方を擦り合
わせることにより，当時の行政指針や社会問題を実態に即し，重層的に把握する。
一方，倫理的配慮として，県関係史料については，調査実施日に同県議会事務局議事課同図書館
資料情報課から研究範囲内での使用許可を得，市関係史料については，同様に上田市役所議会事務局
（２）
から2009（平成21）年12月28日に書面で許可を得た。なお，本文中に「未亡人」「母子世帯」「身障
者」などの不適切な用語を用いた箇所があるが，原資料のまま引用したためであって他意はない。
3 1950年代における長野県下の女性労働問題
（1） 長野県議会で論じられた失業問題と未亡人問題
終戦から7年後の1952（昭和27）年4月，サンフランシスコ講和条約の発効以降，人々の生活課題
に関し，生活保護費国庫負担率引き下げ案（5割に削減，1953年12月），社会保障費大幅削減案（1954
年1月），売春防止法公布（1956年5月）などの政策展開がみられ，「神武景気」と称された。反面，
復興の道程を歩き始めていたわが国のなかでも，一地方都市である長野県の生活実態や生活課題はい
かなるものであったか。当時の地元新聞や県議会会議録などを繙くと，同県下では十分な戦後復興を
果たし得ないなか，貧困窮乏を生成する「失業問題」と「未亡人問題」が大きな課題になっていた
ことが分かる。それは，『信濃毎日新聞［北信版］』第26633号，1956（昭和31）年4月22日，第4
面記事（「女工さん七百名が失業 須坂 製糸業界に原料不足」）や，第114回長野県議会（昭和29年2月26
日開会 昭和29年3月27日閉会）における県社会部長（当時）鈴木鳴海の発言に象徴的に表れている。
制度の下では常にその疎外者が生まれることが認識でき，鈴木は当時の女性問題を以下のように捉え，
女性の「人としての尊厳」に着目する5）。
大体失業対策事業に従事しておるいわゆる資格を持っておる者，四千人の中の七百から八百というものは未
亡人であります。……未亡人の人々の生き方というものに，われわれが現実を見ますると非常にこれは酷な
ものがあるということが感ぜられておるわけでありますが，これに対する他の援護方策というものがわれわ
れとしては今発見できないのでありまして，まことに残念に思っておる次第であります。……子供を持って
おる未亡人の生き方というものは……男と同じような土方の仕事をする，あるいは女性味
（ マ マ ）
を失っていく，あ
るいは母性味
（ マ マ ）
というものを喪失していくというところに，人道的にわれわれとしては考えなければならない。
（長野県議会事務局 1954:701）
杉本（2008:23）は，「母子世帯とはその家族観から逸脱した 例外」と言及するが，鈴木の「人
道的」という文言から，この種の問題が単なる雇用問題や貧困問題の例外的対象に留まらず，職種の
ミスマッチや女性の過重労働こそが元凶とされ，女性労働のあり方が根本的に問い直されていたと認
識できる。「女性労働が労働市場の中で，流動性の高い不熟練のしかも下層労働市場に集積するとい
う一般的傾向」（竹中関西女の労働問題研究会 2009:25）を背景にし，失業，自殺，身売りなど，貧困
や生活苦に纏わる問題がみられた1950年代当時，長野県庁は人々の日常生活や地域社会の実情を改
変向上しようとすれば，まず，未亡人などの女性の生活保障にも目を向けなければ机上の空論にな
ると考えていた。こうした議論が適切な女性労働とは何かということを理念的に再考する契機となる。
すなわち，理念として一人ひとりの福祉の保障を掲げていても，現実には数多くの人々の福祉が実
現されていなかった当時，女性の生活ニーズの把握充足こそが女性自身の生活改変へとつながると
考えられていた。この文脈は，ホームヘルプ事業などのケア労働が「奉仕と女性職が緊密に結びつき
職業形成されていった」という山田（2005:185）の指摘からも頷け，根幹である女性労働力に対し，
ホームヘルプ事業を媒介にし打開策が講じられようとしていたと把捉できる。さらに，当時の『長野
県議会会議録』には，長野県民の日常生活問題への対応策が試案ながらも詳述されている。例えば，
（３）
「衛生栄養問題」（長野県議会事務局 1954:226），「伝染病赤痢」（同:228），「民生委員」（同:702）
などをキーワードとした県庁側での懸念が窺える。
さらに，1950年代の長野県通知通達をまとめた表1をみると，「母子家庭を明るくする運動」
（児第531号昭和29年9月20日）や「社会を明るくする運動」（31児第393号昭和31年6月25日）など
から，生活苦から生じる家庭内社会内の陰鬱さを軽減しようという意図が認識できる。但し，そう
した構想のみでは生活変化は望めないため，その具体策として，「貸金業」（厚第486号昭和30年9月
（４）
表1 家庭養護婦派遣事業創設前後の長野県通知通達一覧
年月日 標 題 宛 先 発信元
児第531号昭和29年
9月20日
「母子家庭を明るくする運動」の実施につ
いて（通知）
福祉事務所長，地方事務所長，公共
職業安定所長，市町村長，市町村教
育委員会，公立高等学校長
社会部長
厚第744号昭和29年
11月25日
社会福祉「愛の運動」月間実施について
（通知）
地方事務所長，福祉事務所長，市町
村長，郡市社会福祉協議会長，町村
社会福祉協議会長
社会部長，県社会福
祉協議会長，愛の運
動長野県協議会長
厚第379号昭和30年
6月23日
新生活建設運動の推進について（通知）
地方事務所長，福祉事務所長，教育
事務所長，保健所長，農業改良事務
所長，労政事務所長，県立学校長，
市町村長，市町村教育委員会，学校
組合管理者
総務部長，社会部長，
経済部長，商工部長，
衛生部長，林務部長，
教育長
厚第411号昭和30年
7月14日
昭和三十年度社会福祉事業振興会の業務実
施について（通知）
地方事務所長，福祉事務所長，市町
村長，社会福祉法人代表者
社会部長
厚第397号昭和30年
7月18日
世帯更生運動の実施について（通達）
地方事務所長，福祉事務所長，市町
村長，市町村民生委員協議会常務委
員
社会部長
厚第486号昭和30年
9月12日
社会福祉事業と貸金業との関係について
（通知）
地方事務所長，市町村長，社会福祉
協議会長
社会部長
厚第579号昭和30年
9月29日
昭和三十年度国民たすけあい共同募金の実
施について（通知）
地方事務所長，福祉事務所長，市町
村長
社会部長
厚第583号昭和30年
9月29日
昭和三十年度長野県家庭内職技術講習会補
助要綱について（通知）
地方事務所長，市町村長 社会部長
予第384号昭和30年
11月17日
「蚊とはえのいない生活」実践活動の推進
について（通知）
出先（附属）機関の長，市町村長，
県立学校長，市町村教育委員会
衛生部長，総務部長，
社会部長，商工部長，
経済部長，教育長
長野県告示第156号
昭和31年4月9日
長野県家庭養護婦派遣事業補助要綱（告示） 長野県知事 林虎雄
31厚第235号昭和31
年4月9日
家庭養護婦の派遣事業について（通知）
地方事務所長福祉事務所長市町
村長市町村社会福祉協議会長市
町村民生委員協議会総務
社会部長
31厚第269号昭和31
年4月23日
昭和三十一年度長野県家庭内職技術講習会
補助要綱について（通知）
地方事務所長，市町村長 社会部長
31児第393号昭和31
年6月25日
「社会を明るくする運動」の実施について
（通知）
福祉事務所長，教育事務所長，児童
相談所長，公共職業安定所長，市町
村長，労働基準監督署長
社会部長，県青少年
問題議会長
31児第555号昭和31
年10月1日
売春防止法の施行について（通知）
福祉事務所長，地方事務所長，児童
相談所長，公共職業安定所長，保健
所長，保護観察所長，婦人少年室長，
市町村長
社会部長
31教社第193号昭和
31年10月22日
長野県婦人問題研究集会の開催について
（通知）
教育事務所長，市町村教育委員会 教育長
31厚第940号昭和31
年11月29日
歳末たすけあい「愛の運動」月間の一品持
ち寄り運動の実施について（通知）
部課（局，室）長，出先（附属）機
関長
社会部長，総務部長
注県による通知概要から，市町村社会福祉協議会関係者の参加参画が求められ，関澤欣三や竹内吉正らの上田市社協役員が参会してい
たことが窺える。ここに家庭養護婦派遣事業を巡る公私協働の一端を看取できる。
出典2007年12月27日及び2011年12月20日，長野県庁行政情報センター同図書室で収集した通知をもとに，筆者作成。
12日），「共同募金」（厚第579号昭和30年9月29日），「内職技術講習会」（厚第583号昭和30年9月29
日，31厚第269号昭和31年4月23日）に加え，「婦人問題研究集会」（31教社第193号昭和31年10月22
日）などがとり上げられるに至っている。
すなわち，1950年代の長野県庁内での議論では，個々人の生活課題への対応をいかに推し進める
かという基本問題について，女性の生き方や貧困の実質的な軽減策を考慮し，母子世帯や困窮世帯の
生活実態に照合しながら構想され始めていたと把捉できる。「ジェンダー不平等」を社会福祉の構造
が内包すると杉本（2004:15）は言及するが，単身女性や母子世帯など当時，社会的自立が容易でな
い人々の立場をみ入れ，女性の人間性を適職という観点から論じていた同県下では，必ずしも女性
労働への不公平な捉え方に終始せず，むしろ，その限界を超越するための方策が積極的に問われてい
たといえる。
（2） 上田市議会で論じられた衛生問題と婦人活用策
上記の論議は，女性の特性や役割を再認識する契機になったが，それらは間もなく各市町村内でも
より生活者に身近な視点から検討され始める。とりわけ，上田市にホームヘルプ事業が誕生する以前
の1950年代前半の『上田市議会会議録』に着目すると，県庁内での議論との共通点が幾つか認めら
れ，興味深い。まず，伝染病赤痢については，以下のように，同市内での問題の深刻化と保健衛
生面の早期改善が強調される。
現在（昭和26年）の伝染病発生状況を見るに，6市の中で上田が最高であります。……法定伝染病の縣下
の発生状況は，長野24名，松本17名，上田28名，岡谷6名，諏訪5名，飯田0ということになっており
ますし，赤痢，しょう紅熱，ジフテリヤ，エキリ等の昭和24年1月1日から昭和26年6月15日，つまり
本日午前10時までの発生状況は，長野112名，松本185名，上田231名，岡谷48名，諏訪136名，飯田8
名という状況であります。（答弁者 関澤欣三上田市社協初代会長，上田市議会事務局 1951:9）
一方，将来の社会の担い手としての子どもへの懸念もみられ，「プール病なるものが発生し，子供
親達をして不安と恐怖に追いやったことは遺憾でありました。……この際，速やかに衛生的永久便所
と足洗場を設備しない限り，便所とプールとの交通による足を介しての汚染から大腸菌のプールの水
の侵入は計り知れないものがあります……」（答弁者 関澤欣三上田市社協初代会長，上田市議会事務局
1955a:3637）と述べられる6）。これらは限定的な場面での考察だが，成人のみならず，子どもの健
全育成策が検討され，子どもへの悪影響が危惧されたことから，年齢を問わず，地域住民の生活課題
が幅広く問われていたといえる。加えて，以下の『上田市議会会議録』からは，性別に拘わらず，広
く民間活力の活用が要点とされたことが看取できる。
民生委員を委託する場合に，婦人を多くするか，男子を多くするかというように，性別で判断すべきではな
いと思っております。最
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と思っております。上田市の現状は，
59名中23名が婦人で，比率は男61％に対する女39％となっております。長野県としての性別比較は男69
％，女31％でありますから，上田市は現在の内容としては女が多いわけであります。……（答弁者 畑 好
郎助役，上田市議会事務局 1956:14，傍点筆者）
ここでは，個々人の特性や女性の思考働きが重視され，傍点部に女性の積極的活用の意図をみ
取れる。「ソーシャルワークが社会における現在のニードを充足していくと同時に，自らもってい
（５）
る強みを発揮させるために堅実にとりくんでいくこと」が強調されるが（Bartlett1970（＝1978:242）），
抽象レベルではなく，女性の活躍が民生委員活動などを通じ市民レベルで具体的に考究されていたこ
とは，生活者の視点を重視した女性労働の形成という側面からも注目される。「個性の発揮」という
観点から「女性の積極的活用」を論じ，女性の可能性を模索したのが上田市の一つの視点といえよう。
4 考 察 女性労働問題とホームヘルプ事業創設との関連
（1） 視点Ⅰ:家庭養護婦派遣事業の構想と普及
池田（2005:21）は，「あきらかに現代における社会福祉の成立は，人類史とともに拡がる福祉の新
しい段階への移行を意味する」と指摘するが，ホームヘルプ事業創設がもたらした新しい段階への移
行とは何か。家庭養護婦派遣事業の創設では，「活動の発展過程のなかで，現実的な役割り，分担と
専門的な位置づけに，分化されていくことも起こり得ることを相互に理解，認識し合うまでには，若
干の時間を要した」（竹内 1974:51）と指摘される一方，「家事奉仕の仕事は 未亡人にもっとも適
した職業として位置づけられ，政策的に強化されていった」（山田 2005:198）とされるなど，女性労
働における主体性や自主性の軽視が危惧された。「制度はそれ自体歴史的構築物であり，行為主体か
ら一定程度自立し，行為主体をも規定している」（菅沼 2005:14）ことから，家庭養護婦となった人々
の働きや役割への注視がとりわけ重要である。
そこで，表2から，同事業の構想過程では長野県主導の流れが顕著であったものの，実践的側面で
は上田市を中心とした市町村の先進性や役割の大きさをみ取れる。それは，1956（昭和31）年9月
22日に通達された家庭養護婦の災害補償や，1958（昭和33）年4月9日に通知された事業運営研究集
会開催に象徴される。特に，後者では，4人の上田市家庭養護婦（斎藤，山崎，山本，高橋）に加え，2
人の同市民生委員（田中，関谷）に発言の機会が与えられ，多岐に亘る上田市民の福祉問題や生活実
態が参加者間で共有されている。「素朴な話合いの中に，貴重なヒントが常に転がっている」と竹内
（1960:33）は述べるが，公私協働を基とした議論を通じ，その実践方法が自治体間の垣根を越え，同
一の場で討議されていたことは注目される。そこでは，たとえ法定伝染病患者数が県内最多の上田市
に高いニーズがあったとしても，単なる上意下達ではなく，上田市を中心に市町村から県へ，すなわ
ち，「下から上へ」の問題提起がなされており，ここに，社会福祉事業制度創設における基本原理
と，日本初の組織的なホームヘルプ事業の一つの促進要因をみ取れる
7）。
さらに，同表2の「家庭養護婦懇談会開催について」（昭和32年3月16日）や「家庭養護婦派遣事
業研究会の開催について」（昭和37年6月4日）などからは，「社協という民間的機能と公的機能との
調整が遺憾なく描かれた」（竹内 1974:55）という公私協働のあり方を育む共感的理解の土台が育ま
れていたことが示唆される。ここに，今日の社会福祉援助の基本原理の一つであるエンパワメント
アプローチの一端をみ取れる。
（2） 視点Ⅱ:家庭養護婦派遣事業の創設過程における女性の可能性
一方，社会福祉協議会の特質を，竹内は「公的機能を代替することよりも，むしろこれらを補完し，
開拓する立場にあり，また一面において社協活動こそ住民のなかに見出され，住民によって深められ，
住民とともに学んでいくものである」（竹内 1974:5556）と述べ，地域住民に身近な市町村における
開拓性を重視している。しかしながら，従来のホームヘルプ事業史研究では，概説や総論に留まるか，
（６）
欧米社会福祉視察研修を行った原崎秀司に焦点化する傾向があった（中嶌 2011:2839;2013bなど）8）。
竹内の言及を踏まえ，改めて市町村側から捉え直すと，「住民とともに学んでいく」（竹内 1960:33）
という基本姿勢が明確になり，ここに上田市における同事業化の要点を認識できる。
改めて表2をみると，家庭養護婦懇談会（昭和32年3月16日）のみならず，家庭養護婦派遣事業運
（７）
表2 昭和31年4月10日以降の家庭養護婦派遣事業関連の長野県通知
標題（資料名）等
「県社会福祉事業大会提出議題（・家庭養護婦派遣事業実施に関する災害補償について・）」（昭和31年9
月22日）
概要
今春，全国児童福祉大会開催前，県の提唱により，家庭養護婦派遣事業が実施される事となり，その
具体的運営計画につき，各地区社協は種々考慮を重ねて来たが，当上田市社協は実施に当り，特に災害
補償についてこの事業が問題視されるに至っている。
標題（資料名）等 「家庭養護婦の派遣事業について（通知）」（県報）（昭和31年12月6日，31厚第952号）
概要
このことについては，本年4月9日付，31厚235号（県報）で通知しましたが，その後，この事業
の円滑な運営を期するために検討を加えた結果，補助金の交付について精算補助することになり，本日
別途長野県告示第156号が改正されました。その概要は次のとおりでありますので，遺憾のなきよう願
います。
1 補助金の交付について ①補助要綱第三により補助申請をした市町村に対しては，申請書の内容を
審査し，適当と認めたときには補助金交付の決定をし，その事業を承認する旨当該市町村に通知す
る。②補助金交付の決定を受けた市町村はその年度が終了したときは補助要綱第七による精算書を
すみやかに提出すること。
2 事業計画の変更について 補助要綱により補助金の決定を受けた市町村がその事業計画を変更しよ
うとするときは，補助要綱第五により事前に知事の承認を受けること。
標題（資料名）等 「家庭養護婦懇談会開催について」（昭和32年3月16日）
概要
昭和32年3月18日午後2時～午後3時半（於 市役所内宿直室）。
参加者社会福祉協議会関係者（会長，副会長，事務局長），市福祉事務所（所長，保健係長，ケース
ワーカー），県関係者（神宮厚生課監査員），未亡人会関係者（会長，副会長，事務担当者），家庭養
護婦（全員），民生委員関係（派遣事業担当民生委員），新聞記者（信毎，毎日，中部日本，民報，北
信，朝日，読売）
標題（資料名）等 「家庭養護婦派遣事業運営研究集会の開催について」（昭和33年4月9日，長社協第207号）
概要
昭和33年4月16日17日（於 上田市点字図書館）
参加者家庭養護婦派遣事業を実施している市町村における市町村社会福祉協議会事務担当者。特に，
上田市からは民生委員（田中，関谷），家庭養護婦（斎藤，山崎，山本，高橋）が参加。
研究主題①家庭養護婦派遣事業の効果と隘路について ②家庭養護婦の活動分野について
研究方法全体討議及び分科会にわかれる。主題について，各地域における活動状況をそれぞれ発表
しあい，それを基に協議する。
標題（資料名）等
長野県知事（林虎雄）宛，
「家庭養護婦派遣事業成績について（報告）」（昭和34年3月31日）
概要 添付書類1 事業成績書 壱通，2 上田市社会福祉協議会決算書抄本 壱通（上田市長 水野鼎蔵）
標題（資料名）等
地方事務所長福祉事務所長市町村長市町村社会福祉協議会長市町村民生委員協議会総務宛，
「家庭養護婦の派遣事業について（通知）」（昭和35年7月14日，35厚第437号）
概要
昭和31年4月9日付，31厚第235号「家庭養護婦の派遣事業について（通知）」（県報）及び昭和31
年12月6日付，31厚第952号「家庭養護婦の派遣事業について（通知）」（県報）は廃止する。補助金
交付申請について（社会部長）
標題（資料名）等
長野県知事（西沢権一郎）宛，
「家庭養護婦派遣事業実施報告書」（昭和37年3月31日）
概要
添付書類1 補助事業にかかる収支精算書，2 市町村社会福祉協議会の家庭養護婦派遣事業収支精
算書
標題（資料名）等
社会福祉協議会長宛，
「家庭養護婦派遣事業研究会の開催について（通知）」（昭和37年6月4日，37厚号外）
概要
目的家庭養護婦派遣事業運営上の隘路，問題点について，それぞれの立場から研究討議し本事業の
運営に資することを目的とする。 主催長野県及び長野県社会福祉協議会の共催とする。 日時昭
和37年6月18日（10:3016:30） 場所松本市西堀町（長野県松本会議場小会議室） 参会者（本
事業実施予定）市町村担当課（係）長，市町村社会福祉協議会担当職員，所轄地方事務所担当職員，従
事家庭養護婦，長野県社会福祉協議会代表者，長野県家庭養護婦派遣事業関係職員
出典上田市社会福祉協議会『家庭養護婦書類綴』（年月日不詳，上田市社協蔵）を基に，筆者整理。
営研究集会（昭和33年4月9日），家庭養護婦派遣事業研究会（昭和37年6月4日）など，事業促進に
向けての関係者による研究学習が行われていたことが分かる。ここでは単なる懇談会に終始せず，
事業推進を志向した研究集会が開催され，県内における地域住民の問題意識や生活課題が共有された
ことが意義深い。なかでも，民生委員や家庭養護婦などの民間人が多く参画し，自ら話題提供したこ
とが住民主体の理念の深化につながったと認識できる。
右田（2002:25）は，「社会福祉が対応する生活課題は，まさに日常生活の営みそのものの過程から
うみ出される」とし，日常生活支援のあり方を問う。しかしながら，従来の山田（2005:178198）や
荏原（2008:112）らの研究では，生活者の生活実態や日常生活上のニーズ把握が十分ではなく，検
討の余地があった。さらに，田中（1996）の分析ではみられなかったが，世の中の日常生活上の矛盾
を是正するための試みが，どのような社会的背景の下に展開していたのかを今回，第一次資料を基に
明らかにした。生活者の「個別性」の尊重は社会福祉援助の基本原則の一つだが，「生きた人々がい
かに異なっているかだけではない。歴史の時空を人間の生を共有して生きていったか。その人と人の
絆の重さ」（小倉 1988:ⅲ）を認識することが，・方法としての歴史・を再考する手がかりとなる。竹
中（2003:35）は「人間のもっているケイパビリティ（潜在能力）」に着目するが，母子世帯出身者を
多く雇用することで，「女性の積極的雇用」がケア労働という形で積極的に問い直され，ケイパビリ
ティを活かす方策の検討が，労働面のみならず女性の生活改善向上にも広く響くものとして捉えら
れていたことは注目に値する。
5 まとめ 知見と今後の課題
以上，本稿では，ホームヘルプ事業草創期における女性労働問題とホームヘルプ事業創設との関わ
りの観点から，県や市における社会問題への共通認識並びに同事業の普及要因としての家庭養護婦派
遣事業創設後の研修会研究会の意義を明確にした。
2009（平成21）年以降，「地域主権」を標榜する民主党政権が樹立され，その後，自民党復権など
の政策展開がみられるなか，地方自治のあり方への関心がいっそう高まっている。にも拘わらず，認
知症介護在宅介護などの生活問題や，ホームレス孤独死などの社会的排除の問題など，生活者に
身近でありながら表沙汰になりにくい問題が少なくない。こうした現況下では，ただ単に他から干渉
されず，地域住民の自由な意思に基づき，自由に行われる形式的な地方自治ではもはや通用しまい。
民意を十分に反映した民主主義の原理が地方自治の根本理念であるならば，潜在的ニーズを掘り起こ
したり，弱い立場にある人々のニーズを吸い上げ，政策形成へとみ入れるための積極的な支援や助
言，アプローチ法こそが求められる。
Bartlett（1970（＝1978））は，社会福祉実践の共通基盤として，「価値」「知識」「介入」を重視する
が，1950年代の家庭養護婦派遣事業の創設展開過程では，「失業問題」や「未亡人問題」を前提と
し，緊急性を要していた女性や生活困窮者のニーズが，当時としては目新しかったホームヘルプ事業
創設に反映されたことで，「知識」「介入」を推し進めていた。さらに，従来，サービス受給者となる
ことが多かった未亡人や単身女性たちがサービス提供者として認識され，「女性の積極的雇用」が検
討されることを通じ，「価値」の側面においても大きな転換がみられた。つまり，性別役割分業が根
強かった時代に，生活困窮者に対する内職や授産，ホームヘルプなどによる職業的自立が志向され，
母子世帯出身者を中心とした女性の就業が生活自立を目ざし推奨されたことは，ジェンダー問題やセ
（８）
ルフヘルプなどの今日的議論へと通じており，女性の「個の尊厳」が見直されたことに他ならない。
母子世帯出身者や未亡人が担い手の約44.4％を占めた初期の同事業では9），実際に生活困難に直面
していた人々の視点から解決策が考案されていたことから，今日のクライエント中心アプローチを体
験的に試みる場となっていたと把捉できる。
但し，その反面，雇用された母子世帯出身者の多くが病気や戦争などによる夫との死別母子世帯で
あり，今日のような離婚や未婚の母ではなかったことに注意しなければならない。すなわち，同事業
は単に生活困難に直面している女性の生活自立のみを意図していたのではなく，父親不在の不遇な家
庭環境下において，家族主義的な擁護論としての意味合いをも有していた。こうした家父長制への
・つっかい棒・としての擁護論の検討やその論議の深まりもまた意味深いものであり，今後の追跡調
査の結果が待たれる。さらに，同事業に従事した家庭養護婦たちの生活が，当該事業だけでは十分に
成り立たなかった事実を考え合わせると，福祉労働と他分野での就労との併行や組み合わせなどにつ
いての言及も求められよう。一般家庭や私人が保有しているまだ見ぬ歴史的資料をいかにして発掘し
ていくか，といったアプローチ方法も吟味しなければならない。
以上，ホームヘルプ事業史に関し，その実証的根拠や科学的根拠を示していく方法論の検討と，家
族主義的視点からの労働形成論の検討を今後の課題としたい。
注
1） 木原（2012:113）は「社会福祉学を歴史的に考察するということは社会福祉を相対的にみることである」
と言及し，比較研究の重要性を示唆する。なお，比較研究の一視点として，地域別比較，とりわけ，ホー
ムヘルプ事業史研究では先進地域とされる長野県，京都市，大阪市，布施市（現 東大阪市），名古屋市，
神戸市，秩父市，東京都の各々の比較が重要である。事業開始年月，名称，従業人員，派遣先世帯数，給
与勤務時間などの比較は，厚生省社会局施設課（1961:3435）や中嶌（2013b:164）ですでに示されて
いるが，各地の事業創設に関する公文書の比較は，今後の重要な一研究課題といえる。
2） 吉田（1974:14）は「問題解決の前提として生きたままの現象を捉えなくてはならない」と指摘し，歴史
研究や思想的探求のアプローチ法に注意を促す。
3） 森（1972:31）や「五十年のあゆみ」編纂委員会（2004:28）の指摘では，長野県内で何故，上田市がホ
ームヘルプ事業化に積極的であり，当時の長野県と上田市との間にいかなる関連がみられたのかが明確に
されていなかったので，これらの点にアプローチした。
4）『信州自治』は，県立長野図書館で筆者が収集し（2009年8月4日），『家庭養護婦書類綴』は，2009（平
成21）年12月28日に同市社協事務局長から使用許可を得た。
5） 鈴木（1950:22）は，1950年時における長野県下での失業対策推進の要点として，①失業対策事業はどこ
がやるべきかを明確にすること，②行政の簡素化，③失業対策の目的は労働者の生産能力を維持向上さ
せること，の3点を強調している。
6） 答弁者の関澤の本業は医師（内科医）であり，その詳細は中嶌（2009:3960）を参照。
7） 家庭養護婦派遣事業に関する地元新聞報道記事として，「ホームヘルプ制が実施されたら」（『信濃毎日新
聞［北信版］』第26608号，1956年3月10日，第2面），「28世帯を対象に計画 ホームヘルプ 上田市社協
の派遣」（『信州民報』第2385号，1956年10月3日，第2面），「家庭への派遣始まる 上田市の家庭養護
婦」（『信濃毎日新聞［北信版］』第26797号，1956年10月5日，第8面），「家庭養護婦派遣事業に暗影
上田」（『信濃毎日新聞［北信版］』第26849号，1956年11月26日，第8面）などがあげられる。こうし
（９）
たメディア報道が，「常に公的機関の神経を鋭敏にするところとなった」（竹内 1974:55）と指摘され，同
事業の創設過程では，とりわけ，民間報道による県行政への影響の大きさを窺わせる。
8） 最近では，戦前に原崎が受けた教育的影響や思想哲学の具体的内容が検討され始めている（中嶌 2013a:
1628など）。
9） 草創期の上田市家庭養護婦9人中4人（44.4％）が母子世帯出身者とされる（中嶌 2010:156）。なお，そ
のうちの一人で，上田市内派遣第一号の家庭養護婦である斎藤けさの氏は，ただ一人で同事業を支えた時
期があるなど，家庭養護婦派遣事業の象徴的存在である（中嶌 2014a:110122）。1956（昭和31）年10
月～1959（昭和34）年4月までの彼女の勤務内容は，下表の通りとなり，掃除（171回），昼食用意（156
回），夕食用意（147回），洗濯（141回），裁縫（113回）などが上位を占めていることから，衣食住の基
本に関する内容が中心であったことが窺える。
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